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者には強い正の相関がある（World Wide Fund for Nature(WWF) 2012: 56-57）。問題は、
経済成長が幸福に寄与しなくなったため、これ以上自然環境が犠牲になっても人々の幸福
な生活に繋がらないことである。これは、nef (New Economics Foundation) (2009: 34-38)
が提示した OECD諸国のデータからも確認できる。 
以上のような背景から、近年では経済・社会・環境を総合的に考慮する持続可能性の概
                                                   
1) 基本的人間ニーズ（Basic human needs）とは、衣食住や医療・教育など、人間としての生活に最低限
必要とされるものである。 
2) 社会関係資本（Social capital）とは、一般的にいえば、家族関係や友人関係などの社会との繋がり




れる人間本来の喜びに加え、個人や社会の幸福に好ましい波及効果をもたらす（OECD 2011: 169）。 
2 
 








関係や自然環境などの幸福要因も検証されるようになった（Becchetti et al. 2008; Clark 
and Oswald 1996; Ferrer-i-Carbonell and Gowdy 2007; Helliwell 2003; Helliwell and 









































って幸福度が向上する（Hirschman and Rothschild 1973）。 
そして、平均所得の影響についてよくいわれているのは、高所得国ではマイナス、中所
得国と低所得国ではプラスになるという結論である（Ferrer-i-Carbonell 2005; Senik 
2004）。しかし、実際の研究事例を多く見ていくと、それに該当しない国が少なくない。平
均 所 得 の 影 響 が マ イ ナ ス で あ る 国 は 、 ア メ リ カ （ McBride 2001）、 ド イツ
（Ferrer-i-Carbonell 2005）、オランダ（Van de Stadt et al. 1985）が挙げられる。こ
れに対し、影響がプラスの国は、デンマーク（Clark et al. 2009）、中国（Knight et al. 
2009）、ロシア（Senik 2004）である。一方、有意な影響が見られない国は、インド（Linssen 

























































































張が施されてきた。例えば、Dupor and Liu(2003)や García-Peñalosa and Turnovsky(2008)
のモデルでは平均消費（実証研究でいう、平均所得）が、Antoci et al.(2011)や




本を同時に考慮した Bilancini and D’Alessandro(2012)や Gómez(2008)、社会関係資本と






















                                                   
5) 正確には、Bilancini and D’Alessandro(2012)では幸福度研究として経済成長の在り方の検証が、




















第３章 経済面の要因が幸福度に与える影響 第４章 社会面の要因が幸福度に与える影響


















































Survey: WVS）や Gallup 調査がある。WVSは、各国の人々の社会文化的・道徳的・宗教的・
政治的価値観を調査する目的で、社会科学者によって行われている国際プロジェクトであ













                                                   
6) 質問の内容は第 5回の世界価値観調査（WVS）の日本語版調査票から引用しているが、他の調査でも（言
葉の違いが少しあるが）同じ質問で尋ねている。 
7) WORLD VALUES SURVEY 1981-2008 OFFICIAL AGGREGATE v.20090901, 2009. World Values Survey 
Association (www.worldvaluessurvey.org). Aggregate File Producer: ASEP/JDS, Madrid. 
8) 台湾や香港など実質上の準国家地域（Sub-national region）は 1ヶ国として数える。また、セルビア・
モンテネグロ（Serbia and Montenegro）は WVS データでのコーディングと同様、その継承国家である





表２-１ 世界価値観調査（WVS）のサンプル数（調査期間別 a・地域別 b） 
 











北アメリカ（North America） 0 0 1,542 3,131 3,413 8,086 
ラテンアメリカ・カリブ（Latin America & Caribbean） 2,842 5,815 17,863 7,436 12,589 46,545 
中東・北アフリカ（Middle East & North Africa） 0 0 0 15,327 10,819 26,146 
サハラ以南アフリカ（Sub-Saharan Africa） 1,596 3,737 4,931 8,197 12,097 30,558 
ヨーロッパ・中央アジア（Europe & Central Asia） 2,467 9,244 41,012 13,191 26,663 92,577 
南アジア（South Asia） 0 2,500 4,298 5,502 2,001 14,301 
東アジア・太平洋（East Asia & Pacific） 3,402 3,262 9,032 8,278 15,410 39,384 





表２-２ 世界価値観調査（WVS）のサンプル数（調査期間別 a・国の所得グループ別 b） 
 











低所得国（Low income countries） 0 0 1,525 5,718 6,075 13,318 
低位中所得国（Lower middle income countries） 0 3,501 16,025 18,825 20,043 58,394 
上位中所得国（Upper middle income countries） 4,438 13,557 36,156 23,669 29,568 107,388 
高所得国：非 OECD（High income: non-OECD countries） 0 0 3,140 3,734 5,534 12,408 
高所得国：OECD（High income: OECD countries） 5,869 7,500 21,832 9,116 21,772 66,089 













年代から様々な客観的幸福度指標が開発されてきた（Stiglitz et al. 2010）。代表的な幸
福度指標としては、経済福祉尺度（Measure of Economic Welfare: MEW）、国民純福祉（Net 
National Welfare: NNW）、持続可能な経済厚生指標（Index of Sustainable Economic 
Welfare: ISEW）、真の進歩指標（Genuine Progress Indicator: GPI）、人間開発指数（Human 
Development Index: HDI）、地球幸福度指数（Happy Planet Index: HPI）、より良い暮らし
指標（Your Better Life Index: BLI）などが挙げられる（大橋 2011）。このうち、MEWと
NNW は、GDP（当時は GNP）に福祉や環境などを入れ込み、GDP を補完した指標であるのに
対し、ISEW、GPI、HDI、HPI、BLIは、GDPの代替指標である。 
まず、客観的幸福度指標（ないし社会厚生指標）が開発された当初の試みは、MEW（Nordhaus 
and Tobin 1972）と NNW（経済審議会 NNW 開発委員会 1973）である。MEW では、余暇、家
事労働、都市化に伴う損失などの項目について GDP が加減算されるが、NNW ではさらに、
環境維持経費や環境汚染に関する項目が加わる。そして、MEW と NNW の後を受け、本格的
に GDP を（補完するのではなく）代替する指標として、ISEW（Daly and Cobb, Jr. 1994: 
443-507）が開発された。ISEWでは、持続可能性の概念が強調され、経済・社会・環境の 3
側面に関する項目が細かく計上されるようになった。さらに、ISEWの勘定項目をより詳細





































                                                   
9) 内閣府の国民生活選好度調査より、「あなたは生活全般に満足していますか。それとも不満ですか」と























































































図２-２ 国際的に見た一人当たり GDPと主観的幸福度の関係（151ヶ国） 














図２-４は、1961 年から 2005 年までの OECD 平均の HPI、主観的幸福度、EF の推移を、
それぞれ 1961 年を基準とした指数で表示したものである（1961 年＝1）。これによると、
主観的幸福度の指数が僅かな増大傾向で 2005年に 1.07となったものの、EFの指数は 1.68

































（Victor 2008, 2010）。 
 
図２-３ 国際的に見た一人当たり GDPとエコロジカル・フットプリントの関係（151ヶ国） 
出所）nef (New Economics Foundation) (2012)に基づき著者作成。元データは、世界開発指標（WDI）2010、
生きている地球レポート（Living Planet Report）2012による。 
 
図２-４ 地球幸福度指数（HPI）と他の関連指標の推移（OECD平均） 
出所）nef (New Economics Foundation) (2009)に基づき著者作成。元データは、人間開発報告書（HDR）
2007/2008、Gallup 調査（2006 年）、世界価値観調査（WVS）（2000 年～2005 年）、生きている地球













































当初の 1950 年代では GDP と GPI がほぼ並行して伸びているが、1960 年代に入ってからは
GDPと GPIが徐々に乖離していくことが分かる。1950年から 2004年までの間、GDPの成長
率が 213.5%であったのに対し、GPIは 74.6%しか伸びていない。アメリカの GPIは 1983年
をピークとして現在では僅かな低下傾向に転じている。このような状況は、他国の GPIや
ISEWの推定結果からも見られる（p.19の図２-６）。 
図２-５の中には GDPと GPIのグラフのほかに、「GDP - (1)」と「GDP - (1) - (2)」と
いうグラフが入っている。アメリカの場合では、GDPから、GPIの社会問題費用分を差し引
き（「GDP - (1)」のグラフ）、さらに環境問題費用分を差し引くと、GPIに近い推移のグラ
フ（「GDP - (1) - (2)」のグラフ）が得られる10),11)。図２-５からは、アメリカではここ






する世界委員会（World Commission on Environment and Development: WCED）が 1987年




然保護連合（International Union for Conservation of Nature and Natural Resources: 
IUCN）の報告書 World Conservation Strategy: Living Resource Conservation for 

































的に自然資源や環境汚染などの問題が分析対象になる（伊ヶ崎 2004; 柳瀬 2002）。 


































図２-６ 世界各国における一人当たり GDP及び一人当たり GPI（ないし ISEW）の推移 

























2 つの因子について国ごとの因子得点を 2 次元にプロットしたものが、Inglehart-Welzel
図である。図上において、世界の国々はそれぞれ特定の文化的な領域に分布する。 































































































































































































































































図２-９ 国々の価値観及び所得水準と一般的な信頼感との関係（1981 年～2008 年の平均値） 









表２-５は、WVS で調査された 87 ヶ国15)の一覧であり、本研究での実証分析の対象16)で
もある。また、各国が所得水準と価値観についてどのグループに区分されるかを提示して
いる。所得水準による国の区分については、世界開発指標（World Development Indicators：
WDI）2012 における分類基準（World Bank Atlas method）を参考にする。まず、WDI2012
では、2011年の一人当たりGNIが、1,025ドル未満の国を低所得国（Low income countries）、
1,026～4,035ドルの国を低位中所得国（Lower middle income countries）、4,036～12,475
ドルの国を上位中所得国（Upper middle income countries）、12,476ドル以上の国を高所
得国（High income countries）としている17)。これに対し、WVSの調査対象国を考慮した
上で、WDI2012 における低所得国と低位中所得国を合わせて「低所得国」に、上位中所得
                                                   


























































己表現重視の価値観）が 17%、第 2象限（世俗的・合理的かつ生存重視の価値観）が 24%、
第 3 象限（伝統的かつ生存重視の価値観）が 39%、第 4 象限（伝統的かつ自己表現重視の


















































































































Bosnia and Herzegovina BA 
  
○ 




















                                                   
18)Frey and Stutzer(2002a: 7-10)や Veenhoven(2005)の実証的な証拠によれば、所得の増加が幸福度の
向上に結び付かなくなるのは、一人当たり所得が 10,000～15,000 ドルを超えた国である。従って、












































Burkina Faso BF 
 
○ 

































   
○ 
Croatia HR 












   
○ 
Czech Republic CZ 











   
○ 
Egypt, Arab Rep. EG 
 
○ 





El Salvador SV 
 
○ 
   
○ 
   
○ 
Estonia EE 




























































Hong Kong SAR, China HK 












































































Korea, Rep. KR 

















































Kyrgyz Republic KG 
 
○ 





















Macedonia, FYR MK 
  
○ 


















































New Zealand NZ 





















































Puerto Rico PR 














Russian Federation RU 
  
○ 













Saudi Arabia SA 






























Slovak Republic SK 



























   
○ 
Sweden SE 












































































   
○ 
Trinidad and Tobago TT 































United Kingdom GB 






United States US 











   
○ 























Zimbabwe ZW   ○       ○     ○   
a 国名は、世界開発指標（WDI）2012に準じている。ただし、WDI2012のデータにない台湾（Taiwan）は、
著者が追加した。 
b 国名コードは、ISO 3166-1 alpha-2（2013年 6月現在）に準じている。 
c 国の所得水準は、2011 年の一人当たり GNIに基づいた分類で、「低所得国」は 4,035 ドル未満、「中所得





d 国の人々の価値観は、Inglehart and Welzel(2005, 2010)のデータから、WVS の全調査期間の平均値を
とり、価値観を軸にした世界各国の分布図（図２-７）の各象限ごとで区分した。 
出所）Inglehart and Welzel(2005, 2010)のデータ、世界開発指標（WDI）2012の国名と所得水準による
国の分類基準、国際標準化機構（ISO）の国名コードに基づき著者作成。Inglehart and Welzel(2005, 
2010) の デ ー タ は 、 http://www.worldvaluessurvey.org/wvs/articles/folder_published/ 
article_base_54 より、世界開発指標（WDI）2012 の国名と所得水準による国の分類基準は、それ









学の分野で行われてきた（Argyle 1987; Myers and Diener 1995; Nettle 2005）。社会学






























る（Becchetti et al. 2008; Clark and Oswald 1996; Ferrer-i-Carbonell and Gowdy 2007; 














































































































































































ータを利用し世界全体を対象とした分析がほとんどであり（Engelbrecht 2009; Vemuri and 























































and Liu(2003)や García-Peñalosa and Turnovsky(2008)では平均消費（平均所得）が、Antoci 








然資本を同時に考慮した Roseta-Plama et al.(2010)をはじめ、幸福度研究としても貢献
度が高いものも見られる。他方、Bilancini and D’Alessandro(2012)は研究者の意図によ
る幸福度研究であるが、導入した幸福要因が平均消費と社会関係資本であり、Gómez(2008)


























et al. 2009; Senik 2004）、マイナスのケース（Clark and Oswald 1996; Ferrer-i-Carbonell 
2005; McBride 2001; Van de Stadt et al. 1985）、及び影響がないケース（Akay and 













して位置付けられる（Chou 2006; Roseta-Palma et al. 2010; Van Staveren and Knorringa 
2007）。これに対し、社会関係財のアプローチはもともと、社会関係資本の重要な部分であ
る人間関係や社会的相互作用が個人の効用や行動に与える影響をモデル化することから始





Staveren and Knorringa(2007)などを参考に代表的な方法が 3つにまとめられる。一つ目
は、社会関係資本を人的資本の一部あるいはその蓄積を促進するものとして捉えることで
ある。この場合の社会関係資本とは、子供や若者の知識、技能、価値観、習慣などの発達
に寄与する、家庭内あるいは地域社会の中での十分かつ良好な人間関係（Becker 1993: 21; 
Coleman 1990: 300）、労働者の社会技能（Social skill）の成長や能力の発揮を促進させ











































































































の性質）を、Tahvonen and Kuuluvainen(1991, 1993)は自然資源・エネルギーの供給、廃
物の同化・吸収、アメニティーの供給の機能を想定し、自然資本（再生可能資源の性質）


































































 𝐻𝑖 = 𝛼 + 𝛽1𝑌𝑖 + γX𝑖 + 𝜖𝑖 (３.１) 
 𝐻𝑖 = 𝛼 + 𝛽1𝑌𝑖 + 𝛽2?̅?𝑖 + γX𝑖 + 𝜖𝑖 (３.２) 
 𝐻𝑖 = 𝛼 + 𝛽1𝑌𝑖 + 𝛽3(𝑌𝑖 − ?̅?𝑖) + γX𝑖 + 𝜖𝑖 (３.３) 
 𝐻𝑖 = 𝛼 + 𝛽1𝑌𝑖 + 𝛽4𝑌𝑖
𝑟𝑖𝑐ℎ + 𝛽5𝑌𝑖
𝑝𝑜𝑜𝑟 + γX𝑖 + 𝜖𝑖 (３.４) 






where     𝑌𝑖
𝑟𝑖𝑐ℎ ≡ {
𝑌𝑖 − ?̅?𝑖      𝑖𝑓  𝑌𝑖 > ?̅?𝑖  
0               𝑖𝑓  𝑌𝑖 ≤ ?̅?𝑖
  ,    𝑌𝑖
𝑝𝑜𝑜𝑟
≡ {
?̅?𝑖 − 𝑌𝑖      𝑖𝑓  𝑌𝑖 < ?̅?𝑖






























 H = 𝛼 + 𝛽1Y + ?̂?X + ϵ  (1) 
あるいは、 
 
𝐻1 = 𝛼 + 𝛽1𝑌1 + 𝛄𝐗1 + 𝜖1
𝐻2 = 𝛼 + 𝛽1𝑌2 + 𝛄𝐗2 + 𝜖2
⋮
𝐻𝑛 = 𝛼 + 𝛽1𝑌𝑛 + 𝛄𝐗𝑛 + 𝜖𝑛
  (2) 
のように表される。ただし、𝑛はサンプル数、𝑘は𝑌𝑖のを除いた説明変数の数であり、また、 



























































































 𝐻𝑖 = 𝛼 + 𝛽𝐴𝑖𝑘 + γX𝑖 + 𝜖𝑖 (３.５) 
ただし、𝑖は個人を表す添え字、𝑘は𝑖が比較対象にしているグループ（Reference group）
を表す添え字（𝑘 = 1,2,… ,17）、𝐻𝑖は主観的幸福度、𝐴𝑖𝑘は平均所得（Reference group income）、
























て、(３.５)式では 17 通りのモデルのスペシフィケーションとなる（𝑘 = 1,2,… ,17）。 
表３-１ 所得の比較対象グループの定義とモデルのスペシフィケーション 
各被験者が比較対象に モデルのスペシフィケーション（属性の組み合わせパターン） 
している相手の属性 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 
年齢（被験者年齢±2年）a ○ 












































    
○ 
    
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
a 例えば、被験者の年齢が 35歳ならば、比較対象にしている相手が 33～37歳の人である。 
































回答（選択肢）から、「失業」を 1、それ以外を 0 とし、「失業」のダミーにした。健康状
態は、「非常によい」、「よい」、「まあよい」、「よくない」という 4つの回答（選択肢）から、





と尋ねており、選択肢は 1から 10までの所得の十分位数（Income decile）になっている
（表３-２）。これを利用する方法は 2つある。一つは、所得階級をそのまま順序尺度のデ
ータとして利用することである。もう一つは、McBride(2001)などと同様に、所得階級の階
                                                   



















第 3回、第 4回、第 5回の世界価値観調査 
（日本を対象とした調査票） 
1 200万円未満 300万円未満 
2 200～300万円未満 300～400万円未満 
3 300～400万円未満 400～500万円未満 
4 400～500万円未満 500～600万円未満 
5 500～600万円未満 600～700万円未満 
6 600～700万円未満 700～800万円未満 
7 700～800万円未満 800～900万円未満 
8 800～900万円未満 900～1,000万円未満 
9 900～1,000万円未満 1,000～1,200 万円未満 



















均所得の影響が有意なプラス（𝛽 > 0）の割合と、有意なマイナス（𝛽 < 0）の割合を国ご
とに求める（t検定の有意水準は 10%とした）。このプラスとマイナスの割合はそれぞれ、
当該国において平均所得の影響がプラス、マイナスに働く傾向の強さを示している。これ











































































































きな役割を持たないという、Diener and Seligman(2004)の指摘とも整合している。 
一方、図３-４によると、生存重視から自己表現重視への価値観変化に加え、さらに伝統

























































































































































































































ワークなど、それが意味するものが様々である（OECD 2001: 41; OECD 2011: 171; Putnam 







発的な組織や団体（8 種類）の数を39)、Yip et al.(2007)は、信頼感（互恵や相互扶助な
どを含めた 12指標から成る合成指標）、所属している組織や団体（2種類）の有無を、Calvo 






















































体への参加度合い」、「全体的な社会活動参加の度合い（𝑆𝑖7, … , 𝑆𝑖15の合成指標）」である。
なお、個別指標を合成指標にまとめる際には、世界全体のサンプルによる主成分分析の結
果を参考情報としている（本節の（２）項を参照）。 















的ネットワークの代理指標）は、第 3回と第 5 回の WVSで調査されている。このような状
況を踏まえ、本章の分析では最もデータが入手できる第 5回の WVSをベースに行う。ただ
し、家族・友人と一緒に時間を過ごす頻度については、利用可能なデータが多い第 4回の





















から、4 つの選択肢のうちの「毎週／ほぼ毎週」を 3、「月に 1～2 回」を 2、「年に数回程
度」を 1、「全くやらない」を 0 とした上で、「親や親族と一緒に過ごす」への評価点数を
                                                   
42)特定の相手への信頼感に関する質問項目は日本語版調査票に設けられていないため、著者による和訳で
ある。英文では、質問項目が「We’d like to ask you how much you trust people from various groups」、
分類カテゴリが「Your family」、「Your neighborhood」、「People you know personally」、「People you 
meet for the first time」、「People of another religion」、「People of another nationality」、選












































                                                   








表４-１ 社会関係資本の代理指標に基づいた主成分分析 a,b 
 
第 1主成分 第 2主成分 第 3主成分 
環境保護団体への参加度合い 0.736 -0.060 0.031 
消費者団体への参加度合い 0.699 -0.075 0.068 
同業者団体、職業団体への参加度合い 0.677 -0.019 0.056 
慈善団体への参加度合い 0.675 0.044 -0.009 
芸術、音楽、教育団体への参加度合い 0.635 0.065 -0.087 
政党への参加度合い 0.625 -0.053 0.027 
労働組合への参加度合い 0.602 -0.030 0.080 
スポーツ・レクリエーション団体への参加度合い 0.548 0.091 -0.055 
教会、宗教団体への参加度合い 0.440 0.120 -0.206 
他国籍の人への信頼感 -0.011 0.897 -0.113 
他宗教の人への信頼感 0.024 0.875 -0.105 
初対面の人への信頼感 -0.012 0.712 0.134 
人や社会に対する一般的な信頼感 0.041 0.329 0.182 
家族への信頼感 0.005 -0.184 0.786 
近所への信頼感 -0.016 0.203 0.692 
知人への信頼感 -0.007 0.371 0.522 
a 世界全体の 60,958サンプルを対象とした分析である。 














































































































































































































































































































































































































































する国の割合が 1 位の 53%である。これは、宗教への信仰心やそれに係る活動が、多くの
研究によって他の活動から区別し、比較的重要な幸福要因として扱われていることを踏ま
えれば、整合性のある結果であるといえる（Diener et al. 1999; Ferriss 2002）。 
教会、宗教団体の次に、幸福度への影響がプラスの方向に働く傾向の強い社会活動参加
































































































































































































































































































                                                   
































うちの「非常に深刻」を 3、「やや深刻」を 2、「あまり深刻ではない」を 1、「全く深刻で
はない」を 0とした上で、「温暖化、温室効果」、「動物や植物の種類、生物の多様性が失わ
れること」、「河川、湖、海洋の汚染」という全 3つのカテゴリへの評価点数を一つの合成





































を低下させるという因果関係が確認された（t 検定の有意水準は 10%とした）。 
一方、地球環境問題については、地域環境問題と違い、22％の国で幸福な人が環境問題
を懸念するという因果関係にあるが、環境問題への懸念が幸福度を低下させるという国は






































































































































                                                   

































































































































































するならば、Chou(2006)や Van Staveren and Knorringa(2007)が詳しい。 



















出所）Chou(2006)、Van Staveren and Knorringa(2007)、並びに、そこに紹介されている Becker(1993: 21)、





















































（Social, Political, and Economic Indicators）を構成する、マスコミュニケーション






Sawada(2009)や Beugelsdijk and Smulders(2009)などが挙げられる。 Ishise and 
                                                   
64)指標の呼び方が原文と異なった場合には、脚注で追加の説明を行う。 
65)一般的な信頼感（Generalized trust）は、社会的な信頼感（Social trust）や対人信頼感（Interpersonal 
trust）という別名がある。そして、原文の Knack and Keefer(1997)では、対人信頼感という表現が用
いられている。 
66)社会的ネットワーク（Social network）は、原文の Knack and Keefer(1997)では、結社的活動
（Associational activity）という表現が用いられている。また、これについて Putnum(1993)の表現
を用いるのであれば、市民社会の水平的ネットワーク（Horizontal network）である。 




















析結果に関していえば、Beugelsdijk and Smulders(2009)の結論は Putnum(1993)と同じで、





                                                   






















































実証分析は経済成長理論に基づくため、Ishise and Sawada(2009)の成長回帰（Growth 
regression）モデルをベースに行う。このモデルは Mankiw et al.(1992)のモデルに社会
関係資本を組み入れたものである。まず、生産関数では、物的資本（𝐾𝑘,𝑡）、人的資本（𝐾ℎ,𝑡）、
社会関係資本（𝐾𝑠,𝑡）、労働（𝐿𝑡）が生産要素として投入される。 






ある（𝛼𝑘 ∈ [0,1)、𝛼ℎ ∈ [0,1)、𝛼𝑠 ∈ [0,1)、𝛼𝑘 + 𝛼ℎ + 𝛼𝑠 ∈ [0,1)）。 
そして、各種類の資本の遷移式は次のように定式化される。 
 
?̇̃?𝑖,𝑡 = 𝑠𝑖?̃?𝑡 − (𝑛 + 𝑔 + 𝛿𝑖)?̃?𝑖,𝑡 
where    ỹ𝑡 ≡ 𝑌𝑡 (𝐴𝑡𝐿𝑡)⁄   ,    ?̃?𝑖,𝑡 ≡ 𝐾𝑖,𝑡 (𝐴𝑡𝐿𝑡)⁄   ,    ?̇̃?𝑖,𝑡
≡ 𝑑?̃?𝑖,𝑡 𝑑𝑡⁄  
(６.２) 




このモデルに基づき、各種類の資本の減耗率が等しい（𝛿𝑘 = 𝛿ℎ = 𝛿𝑠 = 𝛿）、かつ、技術







= 𝜃𝑎 + 𝑔𝑡 − 𝜃 ln(𝑦0) − 𝜃
∑ 𝛼𝑖𝑖
1 − ∑ 𝛼𝑖𝑖
ln(𝑛 + 𝑔 + 𝛿)
+ 𝜃
𝛼𝑘
1 − ∑ 𝛼𝑖𝑖
ln(𝑠𝑘) + 𝜃
𝛼ℎ
1 − ∑ 𝛼𝑖𝑖
ln(𝑠ℎ) + 𝜃
𝛼𝑠
1 − ∑ 𝛼𝑖𝑖
ln(𝑠𝑠) + 𝜃𝜖 
where    𝜃 ≡ 1 − 𝑒−𝜆𝑡 = 1 − 𝑒−(𝑛+𝑔+𝛿)(1−∑ 𝛼𝑖𝑖 )𝑡 
(６.３) 
ただし、𝜆は定常状態（Steady state）への収束スピードを表している。 
さらに、(６.２)式から定常状態において?̇̃?𝑖 = 0、𝑠𝑠 = (𝑛 + 𝑔 + 𝛿𝑠)?̃?𝑠 ?̃?⁄ であるため、経
済が定常状態にあると仮定した場合、(６.３)式は次のように変形できる。 










1 − ∑ 𝛼𝑖𝑖
1 − 𝛼𝑘 − 𝛼ℎ
𝑎 + 𝑔𝑡 − 𝜃 ln(𝑦0) − 𝜃
𝛼𝑘 + 𝛼ℎ
1 − 𝛼𝑘 − 𝛼ℎ
ln(𝑛 + 𝑔 + 𝛿)
+ 𝜃
𝛼𝑘
1 − 𝛼𝑘 − 𝛼ℎ
ln(𝑠𝑘) + 𝜃
𝛼ℎ




1 − 𝛼𝑘 − 𝛼ℎ
ln(𝑘𝑠
∗) + 𝜃
1 − ∑ 𝛼𝑖𝑖
1 − 𝛼𝑘 − 𝛼ℎ
𝜖 
(６.４) 
他方、定常状態の仮定の代わりに、社会関係資本の Full depreciationを仮定した場合（𝛿𝑠 =





= 𝑎𝜃 + 𝑔𝑡 − 𝜃
1 − 𝛼𝑘 − 𝛼ℎ
1 − ∑ 𝛼𝑖𝑖
ln(𝑦0) − 𝜃
𝛼𝑘 + 𝛼ℎ
1 − ∑ 𝛼𝑖𝑖
ln(𝑛 + 𝑔 + 𝛿)
+ 𝜃
𝛼𝑘
1 − ∑ 𝛼𝑖𝑖
ln(𝑠𝑘) + 𝜃
𝛼ℎ
1 − ∑ 𝛼𝑖𝑖
ln(𝑠ℎ) + 𝜃
𝛼𝑠
1 − ∑ 𝛼𝑖𝑖









ln 𝐺𝐷𝑃𝑃𝐿1 − ln𝐺𝐷𝑃𝑃𝐿0
= 𝛾 − 𝛽𝑦 ln 𝐺𝐷𝑃𝑃𝐿0 − 𝛽𝑛 ln(𝑃𝑂𝑃𝐺𝑅𝑊 + 0.05)
+ 𝛽𝑘 ln 𝐼𝑁𝑉𝐸𝑆𝑇 + 𝛽ℎ ln 𝑆𝐶𝐻𝑂𝑂𝐿 + 𝛽𝑠 ln 𝑆𝑂𝐶𝐶𝐴𝑃

















（World Values Survey: WVS）」のデータが 1981年～2008年の間にあるためである。デー
タセットの作成にあたっては、Mankiw et al.(1992)や Ishise and Sawada(2009)などを参
考にしている。 
GDP のデータは、バージョン 7.1（2012 年公表）の「Penn World Table（PWT）」におけ
る購買力平価（Purchasing Power Parity: PPP）ベースの実質 GDPを利用する。人口のデ
ータは、2012年版の「世界開発指標（World Development Indicators: WDI）」、及び、2012
年版の「世界の人口推計（World Population Prospects: WPP）」を利用する。労働力人口

































































































に、「ラテンアメリカ・カリブ（Latin America & Caribbean）」、「サハラ以南アフリカ
（Sub-Saharan Africa）」、「東アジア・太平洋（East Asia & Pacific）」の 3つに設定した
（ただし厳密な地域区分は WDIに従う）。その他に、「高所得国」と「OPEC加盟国」のダミ




























を加えた場合の結果である77)。これにより、決定係数（R2）がモデル Aの 0.352から 0.643
に改善される（その他のモデルも社会関係資本を取り入れたことにより、R2が 0.6 以上に
なっている）。パラメータ推定結果から、一般的な信頼感が経済成長に対して有意なプラス
の影響があることが判明し、Knack and Keefer(1997)や Ishise and Sawada(2009)の結果
                                                   
75)www.opec.org/opec_web/en/about_us/25.htm（2012 年 2月現在） 





















































排他的な結束力のような負の側面（OECD 2001; 内閣府国民生活局 2003）が存在するから
かもしれない。 
表６-１ 経済成長と社会関係資本に関するパラメータ推定結果 a,b,c 
 
モデル A モデル B モデル C モデル D 
ln（一人当たり GDP）d -0.996 *** -1.083 *** -1.091 *** -1.295 *** 
ln（人口成長率＋0.05）d -0.166 * -0.218 * -0.274 ** -0.306 ** 
ln（投資対 GDP比率） 0.282 *** 0.373 *** 0.387 *** 0.210 ** 















   
0.175 # 
ln（教会、宗教団体） 
    
ln（ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ団体） 
    
ln（芸術、音楽、教育団体） 
    
ln（労働組合） 
    
ln（政党） 
    
ln（環境保護団体） 
    
ln（同業者団体、職業団体） 
    
ln（慈善団体） 
    
仕事の重要度 
   
-0.333 ** 
地域ダミー 
    
ラテンアメリカ・カリブ 0.076 
 




サハラ以南アフリカ -0.235 ** -0.222 # -0.265 * -0.322 ** 
東アジア・太平洋 0.120 # 0.178 * 0.203 ** 0.189 * 
高所得国ダミー 0.645 *** 0.543 *** 0.549 ** 0.457 ** 
OPECダミー 0.003 
 















モデル E1 モデル E2 モデル E3 モデル E4 
ln（一人当たり GDP）d -1.249 *** -1.336 *** -1.305 *** -1.286 *** 
ln（人口成長率＋0.05）d -0.265 * -0.344 ** -0.305 ** -0.222 * 










    
ln（市民協働の規範） 
    
ln（社会活動参加） 
    
ln（教会、宗教団体） -0.001 










   
0.177 * 
ln（政党） 
    
ln（環境保護団体） 
    
ln（同業者団体、職業団体） 
    
ln（慈善団体） 
    
仕事の重要度 -0.294 ** -0.331 ** -0.337 ** -0.321 ** 
地域ダミー 
    





サハラ以南アフリカ -0.251 # -0.322 ** -0.309 ** -0.314 ** 
東アジア・太平洋 0.236 ** 0.175 * 0.179 * 0.207 ** 

















自由度調整済み R2 0.643   0.667   0.669   0.670   
 
 
モデル E5 モデル E6 モデル E7 モデル E8 
ln（一人当たり GDP）d -1.237 *** -1.270 *** -1.272 *** -1.302 *** 
ln（人口成長率＋0.05）d -0.277 ** -0.313 ** -0.329 ** -0.358 ** 










    
ln（市民協働の規範） 
    
ln（社会活動参加） 
    
ln（教会、宗教団体） 
    
ln（ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ団体） 




モデル E5 モデル E6 モデル E7 モデル E8 
ln（芸術、音楽、教育団体） 
    
ln（労働組合） 
    
ln（政党） 0.233 ** 










   
0.188 * 
仕事の重要度 -0.332 ** -0.324 ** -0.309 ** -0.320 ** 
地域ダミー 
    
ラテンアメリカ・カリブ 0.164 # 0.164 
 
0.191 # 0.158 
 
サハラ以南アフリカ -0.328 ** -0.303 ** -0.266 * -0.294 ** 
東アジア・太平洋 0.205 ** 0.176 # 0.204 ** 0.188 * 

















自由度調整済み R2 0.691   0.656   0.654   0.666   
a 被説明変数は、一人当たり GDPの対数差分（1980年～2010年）である。 
b 表中の数値（サンプル数、調整済み R2を除く）は、各説明変数の標準化偏回帰係数である。 






表６-２ 仕事の重要度を考慮しない場合のパラメータ推定結果 a,b 
モデル 社会関係資本を示す説明変数 標準化偏回帰係数 有意確率 サンプル数 調整済み R2 
D ln（社会活動参加） 0.106 0.362 55 0.605 
E1 ln（教会、宗教団体） -0.080 0.514 55 0.602 
E2 ln（ｽﾎﾟｰﾂ・ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ団体） 0.140 0.264 55 0.609 
E3 ln（芸術、音楽、教育団体） 0.126 0.248 55 0.610 
E4 ln（労働組合） 0.142 0.166 55 0.615 
E5 ln（政党） 0.196 0.052 55 0.631 
E6 ln（環境保護団体） 0.090 0.453 54 0.601 
E7 ln（同業者団体、職業団体） 0.097 0.409 55 0.604 
E8 ln（慈善団体） 0.148 0.210 55 0.612 
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 𝑈𝑖 = ?́?𝑖 (
𝐶𝑖
?̅?𝑖















 𝑈𝑖 = ?́?𝑖(𝐶𝑖 ⋅ ?̅?𝑖
𝛾𝐶)  ,    where   𝛾𝐶 ⋛ 0 (７.２) 
ただし、𝛾𝐶は?̅?𝑖を𝐶𝑖と比較した場合の選好度を示すパラメータ（選好パラメータ）である。
𝛾𝐶 > 0、𝛾𝐶 < 0、𝛾𝐶 = 0はそれぞれ、平均消費が個人の効用に対してプラスの影響を与え
るケース、マイナスの影響を与えるケース、影響がないケースを示す。そして、(７.１)
式は(７.２)式で𝛾𝐶 = −1をとした特殊なケースである。因みに、平均消費（?̅?𝑖）について




場合（つまり𝑁 = 1）、(７.２)式は次のように表される。 







 𝑈 = ?́?(𝐶)  ,    where   𝑑?́? 𝑑𝐶⁄ > 0  ,    𝑑2?́? 𝑑𝐶2⁄ < 0 (７.４) 
一方、平均消費を導入した効用関数（(７.３)式）は、代表的個人の消費そのものが平均消
費であること（𝐶 = ?̅?）を踏まえれば、次のように変形できる。 
 
𝑈 = ?́?(𝐶1+𝛾𝐶)  ,    where   𝛾𝐶 > −1  ,    𝑑?́? 𝑑𝐶⁄




































 𝑌 = 𝐾𝑆
𝛽𝑆 ∙ 𝐾𝑀
𝛼𝐾 ⋅ 𝐿𝑀
𝛼𝐿   ,    where   𝛼𝐾 + 𝛼𝐿 = 1 (７.７) 
ただし、𝑌は生産量、𝐾𝑀は人工資本（物的資本）、𝐿𝑀は労働時間、𝛼𝐾、𝛼𝐿は Cobb-Douglas













 ?̇?𝑆 = 𝐿𝑆
1−𝜉 ⋅ 𝐾𝑆


















 𝑍𝑆 = 𝐿𝑆
1−𝜂𝑆 ⋅ 𝐾𝑆
𝜂𝑆 (７.１０) 
このとき、𝛾𝐿 ≡ 𝜂𝐿 + (1 − 𝜂𝑆)𝜂𝑍、𝛾𝑆 ≡ 𝜂𝑆𝜂𝑍とすれば、(７.１０)式は、次のように変形で
きる。 




































































でテレビを視聴する、一人で外食するなど）が両方含まれている。また、Van Ingen and van 
Eijck(2009)においては、前者が「生産的な余暇活動（Productive leisure activities）」、
後者が「消費的な余暇活動（Consumptive leisure activities）」と称されている。 
そして、代表的個人の余暇時間（𝐿𝑆）のうち社会関係資本の形成に寄与する時間の割合
を𝜁とすると、個人の生産的な余暇活動の時間は𝜁𝐿𝑆によって表される。さらに、代表的個
人を仮定した場合（つまり𝑁 = 1）、𝜁𝐿𝑆 = 𝜁?̅?𝑆であることを踏まえると、社会関係資本の遷
移式としては、下記の式が望ましいであろう。 
 ?̇?𝑆 = (𝜁?̅?𝑆)
1−𝜉 ⋅ 𝐾𝑆
































 𝑌 = ?́?(𝐾𝑁) ⋅ ?́?(𝐾𝑀, 𝐸𝑁) (７.１５) 









を?́?に追加し、?́?を Cobb-Douglas型関数とし、?́?(𝐾𝑁) = 𝐾𝑁
𝛽𝑁とすれば、次のような、より
具体的な定式化ができる。 
























































































90)例えば、一人でテレビを視聴する、一人で外食するなどである。Van Ingen and van Eijck(2009)は、
これを「消費的な余暇活動（Consumptive leisure activities）」と称している。 
91)例えば、家族や友人と共に時間を過ごす、ボランティア活動に参加するなどである。Van Ingen and van 


































考に、𝛾𝐶 > −1、𝛾𝐿 > 0、𝛾𝑆 ≥ 0、𝛾𝑁 > 0とする。まず、𝛾𝐶については、第３章において効
用（幸福度）に対する平均消費（平均所得）の影響はプラスとマイナスが両方あるという
検証結果から、𝛾𝐶 ⋛ 0であると考えられる。しかし、𝛾𝐶 ≤ 0は、消費と平均消費の影響を
合わせると、効用に全く影響がない、あるいは不効用になることを意味するので、現実性
を考えて𝛾𝐶 > −1としている。他方、𝛾𝐿 > 0は、標準的な経済モデルと同様、余暇が効用を
増大させるとしている。また、𝛾𝑆 ≥ 0は、幸福度に対して社会関係資本の影響がプラスか
影響がないかであるという第４章の検証結果による。さらに、𝛾𝑁 > 0については、Ambrey 
and Fleming(2011)や Engelbrecht(2009)などの実証的な証拠を参考にしている。 
（４）生産関数 












ただし、𝛼𝐾、𝛼𝐿、𝛼𝐸は Cobb-Douglas型関数の代替弾力性パラメータであり、𝛼𝐾 > 0、𝛼𝐿 > 0、










TFP における弾力性パラメータの定義範囲に関しては、𝛽𝐾 = 1 − 𝛼𝐾、𝛽𝑆 > 0、𝛽𝑁 > 0と
する。まず、𝛽𝐾 = 1 − 𝛼𝐾については、モデルの煩雑化を避けるべく、Romer(1986)の仮定
に従っている。このとき、𝐾𝐾 = 𝐾𝑀とする。他方、𝛽𝑆 > 0は、社会関係資本が経済成長に
プラスの影響を与えるという第６章の検証結果による。確かに、一部の社会関係資本（例
えば社会規範）では経済成長に対する影響が明確ではなかったが、社会関係資本全体で見





 ?̇?𝑀 = 𝑌 − 𝐶 − 𝛿𝑀𝐾𝑀 (７.２０) 
ただし、𝛿𝑀は人工資本の減耗率である。また、７－１節で既述したように、任意の変数𝑋の





 ?̇?𝑆 = (𝜁?̅?𝑆)
1−𝜉 ⋅ 𝐾𝑆
𝜉 − 𝛿𝑆𝐾𝑆 (７.２１) 
ただし、?̅?𝑆は平均余暇時間、𝜁は個人の余暇時間のうち社会関係資本の形成に寄与する余暇
活動の割合（𝜁 ∈ (0,1)）、𝛿𝑆は社会関係資本の衰退率（𝛿𝑆 ∈ (0,1)）、𝜉は社会関係資本の形






































































𝐿𝑆 + 𝐿𝑀）。個人にとって、?̅?、𝐾𝑆、𝐾𝑁は所与である。 
 Maximize   
{𝐶𝑡,𝐿𝑆,𝑡,𝐿𝑀,𝑡,𝐾𝐴,𝑡}𝑡=0
∞






 ?̇?𝐴 = (1 − 𝜏𝐿)𝑤𝐿𝑀 + (1 − 𝜏𝐾)𝑟𝐾𝐴 + 𝐺 − (1 + 𝜏𝐶)𝐶 (７.２６) 
ただし、𝑤は賃金率、𝑟は資本レント、𝜏𝐿は労働所得税の税率、𝜏𝐾は資本所得税の税率、𝜏𝐶は
消費税の税率、𝐺は政府による税収一括還元（Lump-sum recycling）である。ここで資本














る状態である。通常の分析ではまず、𝑔 = 𝑔𝑌 = 𝑔𝐶 = 𝑔𝐾𝑀になる状態が均衡成長経路として
定義される。𝑔は均衡成長率、𝑔𝑋は任意の変数𝑋の変化率、つまり𝑔𝑋 ≡ ?̇? 𝑋⁄ である。また、
定常均衡解の比較では、𝑔 > 0のケースを考察する。 
さらに、本章のモデルでは、社会関係資本（𝐾𝑆）と自然資本（𝐾𝑁）が組み込まれている
ので、𝑔𝐾𝑆と𝑔𝐾𝑁の状態に関する定義も必要である。社会関係資本については、(７.２１)
式により、𝐿𝑆が定義範囲内（𝐿𝑆 ∈ (0,1)）に収束したとき、𝑔𝐾𝑆 = 0が保証される。一方、
自然資本については、自然が破滅するほどの経済活動水準が許されない、かつ、経済活動






 𝑔 = 𝑔𝑌 = 𝑔𝐶 = 𝑔𝐾𝑀 =
𝑌
𝐾𝑀




























  ,    Ω𝐿
(𝐶𝐸) ≡
















where     Ω𝑆 ≡
(1 − 𝜉)𝛿𝑆
𝜌 + (1 − 𝜉)𝛿𝑆
  ,    Ω𝑁 ≡








Ω𝑆 ∈ (0,1)が保証されている。また、(７.２９)式、(７.３０)式により、𝛼𝐸(𝜌 − 𝜙) − 𝜙𝛽𝑁 > 0
が𝑔 > 0であるための必要条件なので、これを踏まえると（𝑔 > 0とすると）、Ω𝑁 > 0も保
証される。 
次に、社会関係資本についてである。まず、𝐿𝑆 ∈ (0,1)が保証されたため、(７.２１)式
により、均衡成長経路において𝑔𝐾𝑆 = 0である。さらに、(７.２１)式に?̇?𝑆 𝐾𝑆⁄ = 𝑔𝐾𝑆 = 0、
?̅?S = 𝐿𝑆を代入して整理すると、次の式が得られる。 
 𝐾𝑆 = 𝐿𝑆 ⋅ (𝜁 𝛿𝑆
1











(𝑀𝐸)) = sgn (𝐾𝑆
(𝐶𝐸) − 𝐾𝑆
(𝑀𝐸)) = sgn((𝛾𝑆Ω𝑁 + 𝛽𝑆)Ω𝑆) (７.３４) 
ただし、sgnは符号関数（Sign functionないし Signum function）であり、任意の変数𝑋に
ついて、𝑋 > 0であればsgn(𝑋) = 1、𝑋 = 0であればsgn(𝑋) = 0、𝑋 < 0であればsgn(𝑋) = −1
と定義されている。 






































































) = sgn (
𝑑𝐾𝑁
𝑑𝐾𝑆


































に適合した余暇時間の配分が必要である。つまり、均衡成長経路においてsgn(𝑑𝐾𝑁 𝑑𝐾𝑆⁄ ) =
1になるためには、𝐿𝑆が𝛽𝑆に比べて十分に大きい必要がある。ただし、𝛼𝐿については、(７.












る 。 す な わ ち 、 𝑔(𝐶𝐸) = 𝑔(𝑀𝐸) > 0 の も と 、 𝐾𝑆
(𝐶𝐸) > 𝐾𝑆















𝛼𝐸(𝜌 − 𝜙) − 𝜙𝛽𝑁




(𝐶𝐸)⁄ ) = 1）である。これは、(７.３６)式で
sgn(𝐿𝑆
(𝐶𝐸) (1 − 𝐿𝑆

















こ の 条 件 の 存 在 は 、 𝑔(𝐶𝐸) = 𝑔(𝑀𝐸) > 0 か つ 𝐾𝑆
(𝐶𝐸) > 𝐾𝑆









度）も最大化されている。この結果は、脱成長（De-growth）をめぐる議論（Alier 2009; Bok 















































 𝜏𝐾 = 1 −
(𝑌 𝐾𝑀⁄ ) − 𝛿𝑀
𝛼𝐾(𝑌 𝐾𝑀⁄ ) − 𝛿𝑀
 (７.３９) 








































 (1 − 𝜏𝐿) = (1 + 𝜏𝐶)
(1 + 𝛾𝐶)𝛾𝐿Ω𝑁
𝛾𝐿Ω𝑁 + (𝛾𝑆Ω𝑁 + 𝛽𝑆)Ω𝑆

















(𝐶𝐸) > (1 + 𝛾𝐶)Ω𝐿





(𝐶𝐸) < (1 + 𝛾𝐶)Ω𝐿





































































































































ば、哲学者にして経済学者の John S. Millは、経済成長や絶え間ない経済的努力が、豊か
さの実現と共にその幕を閉じるという定常状態を、好ましいものとして期待した（Mill 
1965: 755）。しかし、今日では、経済成長という概念が、望ましい目標への手段から目標
それ自体に変わった。また、経済学者の N. Gregory Mankiwは、一人当たり GDPが平均的
個人の（経済的）幸福を表す当然の尺度としているが、これはあくまで、大半の人がより
高い所得を受け取ってより多くの消費を楽しむことを望んでいるときだけである（Mankiw 
1998: 489）。James G. Spethをはじめとする環境保護論者たちは、商品やサービスの激し
い流れが環境の破壊や都市のスプロール現象を来たすとして、持続的成長に反対する警告




とには注意が必要であると、法学者にして政治学者・教育学者の Derek C. Bokは示唆して
いる（Bok 2010: 63-78）。多くの人々が貧困状態に留まっている以上は、経済成長を止め
るあるいは鈍化させることをすべきではないという根拠で、経済の持続的拡大を正当化し











































内閣府 (2009)『平成 20年版 国民生活白書』, p. 57 
http://www5.cao.go.jp/seikatsu/whitepaper/h20/honpenzuhyo/honpen.html 
地球幸福度指数（Happy Planet Index: HPI）―― 2009年版（バージョン 2.0）、2012年版 
及びその関連データ（エコロジカル・フットプリントなど） 
New Economics Foundation（nef） 
http://www.happyplanetindex.org/data/ 
（データファイルとしてダウンロードできるのは、最新のものに限る） 
真の進歩指標（Genuine Progress Indicator: GPI）（あるいは ISEW） 
・日本の GPI 





Friends of the Earth（FoE） 
http://www.foe.co.uk/community/tools/isew/international.html 
（具体的な数値は一般公表されていないので、著者がグラフをトレースした） 
世界価値観調査（World Values Survey: WVS）―― バージョン 20090901（1981 年～2008 年） 
・国の人々の価値観に関するデータ 
Ronald Inglehart and Chris Welzel (World Values Survey Association) 
http://www.worldvaluessurvey.org/wvs/articles/folder_published/article_base_54 
・国の幸福度と幸福要因に関するデータ 
World Values Survey Association 
http://www.wvsevsdb.com/wvs/WVSData.jsp 
世界開発指標（World Development Indicators: WDI）―― 2012年版 
・国の所得水準の分類基準に関するデータ 





世界価値観調査（World Values Survey: WVS）―― バージョン 20090901（1981 年～2008 年） 
World Values Survey Association 
http://www.wvsevsdb.com/wvs/WVSData.jsp 
（３）第６章の実証分析 
Penn World Table（PWT）―― バージョン 7.1（2012年公表） 
Alan Heston, Robert Summers and Bettina Aten (The University of Pennsylvania) 
https://pwt.sas.upenn.edu/php_site/pwt_index.php 
世界開発指標（World Development Indicators: WDI）―― 2012年版 
The World Bank 
http://data.worldbank.org/data-catalog/world-development-indicators/wdi-2012 
世界の人口推計（World Population Prospects: WPP）―― 2012年版 































図Ａ－１ 家族・近所・知人への信頼感による影響（家族に 2倍のウェイト） 
 出所）世界価値観調査（WVS）のデータを用いた回帰分析の結果より著者作成 
 
図Ａ－２ 家族・近所・知人への信頼感による影響（近所に 2倍のウェイト） 
 出所）世界価値観調査（WVS）のデータを用いた回帰分析の結果より著者作成 
 







































図Ａ－４ 家族・近所・知人への信頼感による影響（家族に 2倍のウェイト） 
 出所）世界価値観調査（WVS）のデータを用いた回帰分析の結果より著者作成 
 
図Ａ－５ 家族・近所・知人への信頼感による影響（近所に 2倍のウェイト） 
 出所）世界価値観調査（WVS）のデータを用いた回帰分析の結果より著者作成 
 






































図Ａ－７ 初対面・他宗教・他国籍の人への信頼感による影響（初対面の人に 2 倍のウェイト） 
出所）世界価値観調査（WVS）のデータを用いた回帰分析の結果より著者作成 
 
図Ａ－８ 初対面・他宗教・他国籍の人への信頼感による影響（他宗教の人に 2 倍のウェイト） 
出所）世界価値観調査（WVS）のデータを用いた回帰分析の結果より著者作成 
 













































図Ａ－１０ 初対面・他宗教・他国籍の人への信頼感による影響（初対面の人に 2倍のウェイト） 
出所）世界価値観調査（WVS）のデータを用いた回帰分析の結果より著者作成 
 
図Ａ－１１ 初対面・他宗教・他国籍の人への信頼感による影響（他宗教の人に 2倍のウェイト） 
出所）世界価値観調査（WVS）のデータを用いた回帰分析の結果より著者作成 
 













































































図Ａ－１４ 地域環境問題への懸念による影響（大気汚染に 2倍のウェイト） 
 出所）世界価値観調査（WVS）のデータを用いた回帰分析の結果より著者作成 
 
図Ａ－１５ 地域環境問題への懸念による影響（下水・衛生問題に 2倍のウェイト） 
 出所）世界価値観調査（WVS）のデータを用いた回帰分析の結果より著者作成 
 
図Ａ－１６ 地域環境問題への懸念による影響（水質汚染に 2倍のウェイト） 
 出所）世界価値観調査（WVS）のデータを用いた回帰分析の結果より著者作成 
 






























































































図Ａ－２０ 地球環境問題への懸念による影響（生物多様性の喪失に 2倍のウェイト） 
 出所）世界価値観調査（WVS）のデータを用いた回帰分析の結果より著者作成 
 
図Ａ－２１ 地球環境問題への懸念による影響（河川・湖・海洋の汚染に 2倍のウェイト） 
出所）世界価値観調査（WVS）のデータを用いた回帰分析の結果より著者作成 
 
図Ａ－２２ 地球環境問題への懸念による影響（温暖化・温室効果に 2倍のウェイト） 
 出所）世界価値観調査（WVS）のデータを用いた回帰分析の結果より著者作成 
 


































































+ 𝜆𝑀[𝑌(𝐾𝐾 , 𝐾𝑆, 𝐾𝑁, 𝐾𝑀 , 𝐿𝑀 , 𝐸𝑁) − 𝐶 − 𝛿𝑀𝐾𝑀]
+ 𝜆𝑆[(𝜁?̅?𝑆)
1−𝜉 ⋅ 𝐾𝑆






= 0   ⟹   
1 + 𝛾𝐶
𝐶




= 0   ⟹    
𝛾𝐿
𝐿𝑆












= 0   ⟹   𝜆𝑀𝛼𝐸
𝑌
𝐸𝑁
= 𝜆𝑁 (Ａ.４) 






− 𝛿𝑀) (Ａ.５) 














− 𝛿𝑆] (Ａ.６) 









− 𝜆𝑁𝜙 (Ａ.７) 
 ?̇?𝑀 = 𝑌 − 𝐶 − 𝛿𝑀𝐾𝑀 (Ａ.８) 
 ?̇?𝑆 = (𝜁𝐿𝑆)
1−𝜉 ⋅ 𝐾𝑆
𝜉 − 𝛿𝑆𝐾𝑆 (Ａ.９) 






















７－５節（１）項で既述したように、均衡成長経路（Balanced growth path）は、 
 𝑔 = 𝑔𝑌 = 𝑔𝐶 = 𝑔𝐾𝑀 = 𝑔𝐾𝐾 > 0 (Ａ.１４) 
 𝑔𝐾𝑁 = 0 (Ａ.１５) 
 𝑔𝐿𝑀 = 𝑔𝐿𝑆 = 0 (Ａ.１６) 
になる状態として定義される。 




















（1 − 𝐶 𝑌⁄ ）が上昇し続ける必要がある。しかし、貯蓄率は 1 を超えることはできない。
反対に、𝑌 𝐾𝑀⁄ が上昇し続けると仮定すると、𝑔𝐾𝑀が一定となるためには貯蓄率（1 − 𝐶 𝑌⁄ ）
が低下し続ける必要がある。しかし、貯蓄率は 0を下回ることはできない。いずれにせよ








 −𝑔𝜆𝑀 = 𝑔𝐶 (Ａ.１８) 





− 𝛿𝑀 − 𝜌 (Ａ.２０) 
(Ａ.１４)式、(Ａ.１８)式、(Ａ.１９)式、(Ａ.２０)式における各変数の成長率の関係に
より、 
 𝑔 = 𝑔𝑌 = 𝑔𝐶 = 𝑔𝐾𝑀 = 𝑔𝐾𝐾 = −𝑔𝜆𝑀 =
𝑌
𝐾𝑀
− 𝛿𝑀 − 𝜌 > 0 (Ａ.２１) 




一方、(Ａ.９)式において、𝐿𝑆が定義範囲内に収束し（𝑔𝐿𝑆 = 0、𝐿𝑆 ∈ (0,1)）、(𝜁𝐿𝑆)
1−𝜉が
一定となった際には、次のようなことが保証される。 






𝜉 > 𝛿𝑆𝐾𝑆、よって?̇?𝑆𝑆 > 0になる。
反対に、𝐾𝑆𝑆 > 𝐾𝑆であれば(𝜁𝐿𝑆)
1−𝜉 ⋅ 𝐾𝑆
𝜉 < 𝛿𝑆𝐾𝑆、よって?̇?𝑆𝑆 < 0になる。いずれの場合でも、
最終的には𝐾𝑆𝑆が𝐾𝑆に収束し、?̇?𝑆𝑆 = ?̇?𝑆 = 𝑔𝐾𝑆 = 0となる。 
続いて、これ以降の数式展開に必要な、𝐶と𝐾𝑀、𝜆𝑀と𝐾𝑀、𝐿𝑆と𝐾𝑆、𝐸𝑁と𝐾𝑁、𝜆𝑁と𝐾𝑁の
関係について整理しておく。まず、(Ａ.１７)式と(Ａ.２１)式から、 








































扱える。ここで、𝑥 ≡ 𝜆𝑆𝐾𝑆（従って𝑔𝑥 = ?̇? 𝑥⁄ = 𝑔𝜆𝑆 + 𝑔𝐾𝑆）、𝑎 ≡ 𝜌 + (1 − 𝜉)𝛿𝑆、𝑏 ≡ 𝛾𝑆 +








のように表される。そして、(Ａ.２３)式から𝑔𝐾𝑆 = 0であるため、 
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 ?̇? = 𝑎𝑥 − 𝑏 (Ａ.３１) 


















𝑒−𝜌𝑡 + Θ) = 0 (Ａ.３３) 
となり、(Ａ.１２)式が成立するためにはΘ = 0でなければならない。これにより、(Ａ.３
２)式から、𝜆𝑆と𝐾𝑆の関係が求まる。 





















 𝑔y = 𝛽𝐾𝑔𝐾𝐾 + 𝛽𝑆𝑔𝐾𝑆 + 𝛽𝑁𝑔𝐾𝑁 + 𝛼𝐾𝑔𝐾𝑀 + 𝛼𝐿𝑔𝐿𝑀 + 𝛼𝐸𝑔𝐸𝑁 (Ａ.３６) 
(Ａ.３６)式では、(Ａ.１４)式から𝑔y = 𝑔𝐾𝑀、(Ａ.１６)式から𝑔𝐿𝑀 = 0、(Ａ.２３)式から







 𝑔𝜆𝑁 = −𝑔𝐸𝑁 =
𝛽𝑁
𝛼𝐸































































𝛼𝐸(𝜌 − 𝜙)(1 + 𝛾𝐶)







where     Ω𝑁 ≡















𝐾𝑆[𝜌 + (1 − 𝜉)𝛿𝑆]
























𝐿𝑆[𝜌 + (1 − 𝜉)𝛿𝑆]
𝛿𝑆
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where     Ω𝑆 ≡
(1 − 𝜉)𝛿𝑆
𝜌 + (1 − 𝜉)𝛿𝑆
 



















































(1 + 𝛾𝐶)(𝛼𝐿Ω𝐿 − 𝛽𝑆Ω𝑆)
 (Ａ.４８) 
(７.３５)式の導出 
































































= (Ω𝑎 − Ω𝑏)Ω𝑥 (Ａ.５３) 








































































































= 0   ⟹   
1 + 𝛾𝐶
𝐶














= 0   ⟹   𝜆𝑀𝛼𝐸
𝑌
𝐸𝑁
= 𝜆𝑁 (Ａ.５８) 






− 𝛿𝑀) (Ａ.５９) 
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− 𝜆𝑁𝜙 (Ａ.６０) 
 ?̇?𝑀 = 𝑌 − 𝐶 − 𝛿𝑀𝐾𝑀 (Ａ.６１) 













































where     Ω𝑁 ≡









where     Ω𝐿 ≡
𝐿𝑆
1 − 𝐿𝑆





















= 0   ⟹    𝑟 = 𝛼𝐾
𝑌
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（Current value Hamiltonian）は、 
 




+ 𝜆𝑀[(1 − 𝜏𝐿)𝑤𝐿𝑀 + (1 − 𝜏𝐾)𝑟𝐾𝐴 + 𝐺 − (1 + 𝜏𝐶)𝐶] 
(Ａ.７１) 
と定義される。そして、効用最大化の 1階条件は、(Ａ.７２)式から(Ａ.７６)式までであ




= 0   ⟹   
1
𝐶




= 0   ⟹    
𝛾𝐿
𝐿𝑆
= 𝜆𝑀(1 − 𝜏𝐿)𝑤 (Ａ.７３) 
 ?̇?𝑀 − 𝜌𝜆𝑀 = −
𝜕ℋ
𝜕𝐾𝑀
= −𝜆𝑀(1 − 𝜏𝐾)𝑟 (Ａ.７４) 












 −𝑔𝜆𝑀 = 𝑔𝐶 (Ａ.７７) 
また、(Ａ.７４)式の両辺を𝜆𝑀で割り、(Ａ.６９)式を代入して整理すると、次のようにな
る。 
 −𝑔𝜆𝑀 = (1 − 𝜏𝐾) [𝛼𝐾 (
𝑌
𝐾𝑀
) − 𝛿𝑀] − 𝜌 (Ａ.７８) 
(Ａ.１４)式、(Ａ.７７)式、(Ａ.７８)式における各変数の成長率の関係により、 
 𝑔 = 𝑔𝑌 = 𝑔𝐶 = 𝑔𝐾𝑀 = 𝑔𝐾𝐾 = −𝑔𝜆𝑀 = (1 − 𝜏𝐾) [𝛼𝐾 (
𝑌
𝐾𝑀
) − 𝛿𝑀] − 𝜌 > 0 (Ａ.７９) 
であることが分かる。 
(７.３９)式の導出 
(Ａ.７９)式と(Ａ.２１)式の比較から、𝑔(𝐷𝐸) = 𝑔(𝐶𝐸)かつ𝑌(𝐷𝐸) 𝐾𝑀
(𝐷𝐸)⁄ = 𝑌(𝐶𝐸) 𝐾𝑀
(𝐶𝐸)⁄ であ
るためには、 
 (1 − 𝜏𝐾) [𝛼𝐾 (
𝑌
𝐾𝑀
) − 𝛿𝑀] = (
𝑌
𝐾𝑀
) − 𝛿𝑀 (Ａ.８０) 
が成立している必要があることが分かる。この条件を満たすのは、(７.３９)式で示した𝜏𝐾
である。(７.３９)式の𝜏𝐾のもとでは、(Ａ.７９)式は、 
 𝑔 = 𝑔𝑌 = 𝑔𝐶 = 𝑔𝐾𝑀 = 𝑔𝐾𝐾 = −𝑔𝜆𝑀 =
𝑌
𝐾𝑀













− 𝛿𝑀 (Ａ.８３) 
(Ａ.８１)式と(Ａ.８３)式から、 



































where     Ω𝑁 ≡










where     Ω𝐿 ≡
𝐿𝑆
1 − 𝐿𝑆
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